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資産評価と課税の分野への人工知能（AI）の統合は、効率性、精度、公平性において

前例のない向上をもたらす画期的な出来事です。本報告書は、この技術の最先端を

徹底的に分析し、AI が旧来の行政プロセスに革命をもたらす可能性を検証するととも

に、AI の導入に伴う深刻な法的、倫理的、そしてインフラ上の課題を分析・解明しま

す。本分析の中心的な論点は、AI がこの文脈において二重用途の技術であるという

ことです。つまり、国家能力と納税者のコンプライアンスを強化する強力な手段である

一方で、偏見を固定化し、プライバシーを侵害し、これまでにない複雑な法的紛争を

引き起こす可能性のあるシステムリスクの源泉でもあるのです。 

本分析は、従来の評価手法の根本的な欠陥を明らかにすることから始まります。従

来の評価手法は、主観性、非効率性、そして古いデータへの依存といった特徴をしば

しば持ちます。これらの欠陥は、不正確さや紛争につながるだけでなく、既存の法制

度では克服が困難な、根深い税務コンプライアンス違反の問題の一因にもなってい

ます。機械学習とビッグデータ分析を活用した AI システムは、人間のバイアスの影響

を軽減し、市場の変動に動的に適応できる、リアルタイムでデータに基づいた評価を

可能にする魅力的な代替手段となります。 

しかし、本報告書は、単純な技術代替は危険を伴うと主張しています。日本の法規制

環境を重点的に調査すると、重大な摩擦点が明らかになります。厳格な個人情報保

護法は、データガバナンスのジレンマを複雑にしており、AI 生成データの知的財産権

をめぐる未解決の問題や、デジタル資産に関する法的枠組みの未成熟さは、シーム

レスな統合への大きな障壁となっています。これらの国内課題は、世界基準を念頭に

置いて対処されなければ、特異な規制環境を生み出し、日本の競争力と影響力を阻

害する恐れがあります。 



さらに、報告書は、この技術自体に内在する重大なリスクについても深く掘り下げて

います。欠陥のある学習データに起因するアルゴリズムのバイアスは、客観的な計算

という見せかけの下で、歴史的不平等を永続させ、さらには増幅させる恐れがありま

す。これらのシステムに必要な機密性の高い金融データの大量集約は、プライバシー

とセキュリティに関する深刻な懸念を引き起こします。また、多くの高度な AI モデルに

見られる「ブラックボックス」の性質は、説明責任の空白を生み出し、納税者の法的救

済のあり方を根本的に変化させます。 

最後に、本分析は、この移行における社会経済的側面とインフラ的側面にまで視野を

広げています。雇用喪失の可能性を考慮すると、再教育と労働力適応のための国家

戦略が必要となります。特に重要なのは、大規模 AI の開発と導入には膨大な計算量

とエネルギーが必要となるため、技術力は国家戦略上重要な問題となり、半導体政

策からエネルギー安全保障、データセンターインフラに至るまで、あらゆる分野に影

響を及ぼすということです。 

本報告書は、主要な利害関係者に向けた一連の戦略的提言をまとめたものです。本

報告書は、アルゴリズムの透明性と独立監査を義務付ける、機敏なガバナンス枠組

みの構築を求めています。また、国家の計算インフラへの戦略的な公的投資と、デジ

タル資産に関する明確な法的ガイドラインの早急な策定を強く求めています。民間セ

クターと専門サービスセクターについては、積極的なスキルアップと、倫理的で説明

可能な AI の開発が極めて重要であると強調しています。最終的に、本分析は、課税

における AI の新たなフロンティアを切り拓くには、技術的野心と、法的原則、倫理的

要請、そして社会的公平性への揺るぎないコミットメントのバランスを取った、積極的

かつ多面的かつ慎重なアプローチが必要であると結論付けています。 

第 1 章 評価におけるパラダイムシフト：手作業による評

価からアルゴリズムによる精度向上へ 

資産評価と税務行政への人工知能（AI）統合の推進力は、単なる技術的好奇心では

ありません。既存のパラダイムに深く根付いた、そして根深い欠陥への直接的な対応

なのです。何十年もの間、従来の評価手法は非効率性、不整合、そして論争の源と

なってきました。そして、破壊的な技術的ソリューションを生み出す土壌を作り上げて

きました。本セクションでは、まず現状の欠点を分析し、次に AI を強力でありながらも

複雑でもある代替手段と位置付ける具体的な機能を概説することで、AI の変革的役

割に関する基礎的な論拠を構築します。 



1.1 現状の不十分さ 

従来の資産評価、特に不動産のような異種資産の評価を悩ませている主な問題は、

手動のプロセス、人間の主観的な判断、そして多くの場合、古くなったり不完全になっ

たりするデータに大きく依存していることです。査定者は、現在の市場状況を反映して

いない可能性のある過去の販売データに依存し、時間のかかる手作業による検査を

実施し、一貫性がなかったり、不正確であったり、意図的に誤解を招く可能性のある

不動産所有者からの自己申告情報を利用することがよくあります。この方法論的基

盤は、異なる管轄区域間、さらには個々の評価者間でも、エラー、矛盾、標準化の欠

如が本質的に生じやすい傾向があります。その結果、評価結果に一貫性がなくなり、

純粋に客観的な根拠に基づいて擁護することが困難になるシステムとなります。    

こうした不一致は、より広範かつ体系的な税務コンプライアンス違反という課題の主

因となっています。納税者が評価プロセスを恣意的または不公平だと感じると、自発

的に遵守する意欲は低下します。この問題は世界中の政府にとって依然として大き

な課題であり、厳格な立法措置と厳しい罰則の実施にもかかわらず、歳入創出と公

共サービスの提供を阻害しています。米国を含む多くの管轄区域における現在の税

制罰則制度は、ビッグデータや予測分析が登場するずっと前の数十年前に設計され

たため、現代経済におけるコンプライアンス違反の複雑さと規模に対処するには構造

的に不十分です。    

さらに、従来の評価の主観的な性質は、納税者と税務当局との間の紛争の引き金と

なることがよくあります。不動産所有者は、評価額が不当に決定されたと主張して異

議を唱えることが多く、大規模で費用のかかる訴訟、大幅な事務処理の遅延、そして

税制に対する国民の信頼の低下につながっています。これらの課題は、非効率性、

高いエラー発生率、そして公平性と国民の信頼維持のための絶え間ない努力を特徴

とする、緊迫したシステムの存在を浮き彫りにしています。こうしたシステム間の摩擦

という環境こそが、より高い精度、客観性、そして効率性を実現できる新たなアプロー

チへの強い需要を生み出しているのです。    

1.2 AI を活用した評価の将来性 

人工知能（AI）は、手作業による評価の限界から脱却するパラダイムシフトをもたらし

ます。機械学習アルゴリズム、ビッグデータ分析、そして地理情報システム（GIS）など

の補完的なテクノロジーを活用することで、AI モデルは膨大かつ多様なデータセット

をリアルタイムで処理・分析し、これまで達成できなかったレベルの精度、効率性、透

明性を備えた評価を実現します。これらのシステムは、散発的な履歴データに依存す



るのではなく、リアルタイムの市場データ、衛星画像、都市の成長傾向、経済指標、

建築データを継続的に取り込み、変化する状況に適応する動的な評価モデルを作成

できます。この機能は、従来の定期的な再評価に固有の遅延時間に直接対処しま

す。この遅延時間により、資産の評価額と実際の市場価値の間に大きな不公平なギ

ャップが生じることがよくあります。    

AI の応用は不動産だけにとどまらず、他の複雑な資産クラスにも広がっています。例

えば、知的財産（IP）の分野では、評価の目的は単なる会計要件を超え、交渉支援や

社内戦略意思決定といった重要なビジネス機能にまで拡大しており、AI の分析力が

大きなメリットをもたらす分野となっています。    

AI を活用した評価の主なメリットとしてよく挙げられるのは、人間の認知バイアスや不

正行為の影響を軽減、あるいは排除できる可能性です。従来の評価プロセスは、主

観的な判断や個人的な関係、そして場合によっては露骨な操作の影響を受けやすい

ものです。AI システムは、客観的でデータに基づいた基準を適用することで評価プロ

セスを標準化することで、理論的にはすべての不動産の評価が一貫していることを保

証し、恣意的または不正な行為の機会を減らすことができます。証拠に基づく自動化

されたプロセスへの移行は、税務行政システムの公平性と完全性に対する国民の信

頼を大幅に高める可能性があります。    

しかし、AI を活用した評価への移行は、新たな複雑な課題をもたらします。AI は、不

正行為の検出やプロセスの合理化によって税務コンプライアンスを強化するツールと

して推進されていますが、、その運用の複雑さとエラーの可能性は、意図せずして、

不遵守や紛争のための新しい、より洗練された手段を作り出してしまう可能性があり

ます。人間の査定者はランダムなエラーを犯すことがありますが、欠陥のあるアルゴ

リズムは体系的なエラーを犯します。AI モデルに隠れたバイアスや基本的な設計上

の欠陥がある場合、単発的なミスは生じませんが、資産のクラス全体または納税者

のグループを体系的に誤って評価します。これにより、コンプライアンスを強制し信頼

を築くために設計されたツール自体が大量の税金の控訴の根拠となり、前例のない

管理上の負担を生み出すという逆説的な状況が生じます。法的および手続き上の戦

場は、個人の判断に異議を唱えることから、機械の複雑でしばしば不透明なロジック

に異議を唱えることに移ります。次の表は、これらの競合する方法論の比較分析を示

しており、AI が解決すると主張する問題とそれが生み出す新しい問題との間のトレー

ドオフを明確に示しています。    

表 1：資産評価手法の比較分析 



特徴 伝統的な方法論 AI を活用した方法論 

データ

ソース 

過去の販売データ、手作業による検

査、自己申告情報（古くなったり不正

確だったりすることが多い） 

ビッグデータ、リアルタイム市場デー

タ、衛星画像、GIS データ、経済指標 

評価ス

ピード 
遅い、周期的、大きな遅れあり 

リアルタイムまたはほぼリアルタイム

の動的更新 

正確

性と一

貫性 

個々の評価者の判断、認知バイア

ス、矛盾の影響を受ける 

すべての物件で客観性と標準化の可

能性が高い 

バイア

スリス

ク 

人間の認知バイアス、個人的な関

係、腐敗の可能性 

欠陥のあるトレーニングデータや偏っ

たモデル設計によるアルゴリズムの偏

り 

透明

性 

プロセスは不透明で、簡単に表現で

きない主観的な判断に基づく可能性

がある 

潜在的に高い（監査可能であれば）

が、推論が計算的に不明瞭な「ブラッ

クボックス」になる可能性がある 

主な法

的課

題 

主観的評価をめぐる紛争、類似物件

に基づく控訴 

データプライバシー権、アルゴリズム

の公平性、モデルの知的財産、モデ

ルの妥当性に対する挑戦 

   

第 2 節：岐路に立つ日本の法的枠組み：AI 統合の舵取

り 

日本が AI を経済・行政構造に統合する中で、既存の法規制の枠組みは前例のない

試練に直面しています。厳格なデータプライバシー法から知的財産に関する未解決

の問題、そして新たなデジタル資産クラスをめぐる法的空白に至るまで、日本は様々

な課題が重なり合うという、他に類を見ない状況に直面しています。本セクションで

は、これらの具体的なハードルに焦点を当て、日本の法制度と現在の規制体制が、

評価と課税における AI の活用にどのような影響を与え、また AI の活用によってどの

ように影響されるかを検証します。 

2.1 データガバナンスのジレンマ：プライバシーと利用 



この課題の根底には、AI システムの貪欲なデータ需要と、日本における個人情報に

対する強固な法的保護との間の根本的な緊張関係があります。効果的な AI 税制の

訓練と運用には、収入、貯蓄、投資パターンといった個人情報や金融データの広範な

収集、集約、分析が必要であり、これは日本の個人情報保護法に直接影響を及ぼす

重大なプライバシー上の懸念を引き起こします。この法律は、機密情報の取得と使用

について個人の同意を得ることを重視しており、AI 分析を目的とした大規模な政府デ

ータベースの開発に手続き上および法律上の複雑さをもたらしています。    

法令遵守に加え、膨大な機密データを一元管理する行為自体が、悪意のある攻撃者

にとって格好の標的となります。ハッキングや不正な内部アクセスによるデータ漏洩

のリスクは甚大であり、プライバシーの侵害や情報の犯罪利用といった形で市民に壊

滅的な影響を与える可能性があります。さらに、税務行政という正当な目的のために

収集されたデータが、個人の明示的な同意や情報に基づく同意なしに、商業広告や

ソーシャル スコアリングなどの他の目的のために共有されたり、悪用されたりする

「機能の拡大」の明らかなリスクがあります。    

これらの問題をさらに複雑にしているのは、日本の行政インフラにおける構造的な障

害です。現在、日本には、異なる政府機関やデータベース間でシームレスかつ確実

にデータを統合できる、普遍的で共通の国民 ID システムが欠如しています。この基

盤となるデータ連携システムの欠如は、他国で進められているような大規模かつ分野

横断的な AI アプリケーションの開発を著しく妨げており、日本はデータを戦略的資産

として活用する上で不利な立場に置かれる可能性がある。    

2.2 生成 AI 時代の知的財産 

生成型 AI の急速な進歩は、確立された知的財産法の領域に多くの法的曖昧性をも

たらしています。日本の現行著作権法は、他の多くの国々と同様に、AI 生成コンテン

ツが提起する根本的な疑問に明確な回答を提供するには不十分です。AI システムが

複雑な評価報告書、財務分析、あるいは法的文書を作成する場合、著作者と所有権

に関する重要な問題が生じます。権利は AI を促したユーザーに属するのか、モデル

を作成した開発者に属するのか、それとも出力はパブリックドメインに属するのか。こ

うした法的明確性の欠如は、特に AI 生成コンテンツの二次利用や商業化に関して、

大きな不確実性とリスクを生み出します。    

さらに、大規模な生成 AI モデルの学習プロセスは、既存の著作権保護の枠組みにと

って大きな課題となります。これらのモデルは、インターネットから収集された膨大な

データセットを用いて学習されますが、そこには必然的に膨大な量の著作権で保護さ



れたテキスト、画像、データが含まれます。そのため、AI が既存の保護対象作品と実

質的に類似または派生的な出力を生成するという重大なリスクが生じ、著作権侵害

訴訟の急増につながる可能性があります。この問題の規模は個々の権利保有者を

圧倒し、あらゆる侵害の可能性を監視し訴訟を起こすことは事実上不可能となる可能

性がある。日本政府は、既存の法的枠組みを徹底的に周知し適用することの必要性

を強調しているが、この課題の斬新かつ体系的な性質に対処するには不十分である

可能性がある。    

2.3 デジタル資産の未知の領域 

デジタルネイティブな新たな資産クラスの出現は、法規制上の空白を生み出し、課

税、相続、専門家責任において深刻な課題を突きつけています。暗号通貨、非代替

性トークン（NFT）、その他のオンラインコンテンツを含むデジタル資産を規制する法的

枠組みは、一貫性と予測可能性を備えた取扱いに必要な明確なガイドラインや確立

された前例が欠如しており、「未成熟」であると広く認識されています。この曖昧さは

納税者にとって大きな不確実性を生み出し、納税者に助言する法律および財務の専

門家に大きな負担をかけます。    

この負担は、司法書士などの専門家にとって特に深刻です。彼らは、こうした新しい

資産の相続管理を任されることがしばしばあります。暗号秘密鍵の適切な取り扱いな

ど、デジタル資産管理の技術的な複雑さは、専門家としてのリスクに新たな次元をも

たらします。技術的な理解不足から生じる、秘密鍵の誤削除といった単純で意図しな

いミスは、多額の資産の永久的かつ回復不能な損失につながる可能性があります。

この状況は、多くの法律専門家がこれらの技術的なトピックに関して「情報に弱い」と

自認しているにもかかわらず、専門的なガイダンスを提供することが期待されている

という重大なスキルギャップによって悪化しています。    

AI を活用した「リーガルテック」プラットフォームの台頭は、状況をさらに複雑化させて

います。これらのツールは、法務情報へのアクセスを民主化し、定型業務を自動化す

る可能性を秘めている一方で、専門家としての責任の境界線を曖昧にしています。日

本では、実質的な法的分析や助言を提供する AI システムが、厳しく規制されている

「非弁行為」（無資格の弁護士業務）に該当するとみなされる可能性があるという大き

な懸念があります。この法的不確実性はイノベーションを阻害する効果を及ぼし、法

務および行政部門における潜在的に有益な技術の導入を複雑化させます。    

データ共有への慎重なアプローチ、共通 ID の欠如、そして特定の専門家責任に関す

る懸念といった、日本特有の法的ハードルは、日本の AI に対する規制対応が孤立し



た形で展開されるリスクを生み出している。国際機関や主要経済圏は、「広島 AI プロ

セス」のようなフォーラムに見られるように、AI ガバナンスに関するグローバルな規範

形成に積極的に取り組んでいる。日本の戦略が純粋に内向きであれば、「ガラパゴス

化」のシナリオにつながる可能性があります。そうなれば、高度に進化しつつも孤立し

た国内規制エコシステムが形成され、新たな国際基準との整合性が失われることに

なります。こうした結果は、国際舞台で競争する日本のテクノロジー企業にとって不利

なだけでなく、世界水準の AI モデルの学習に不可欠な国境を越えたデータ流通に大

きな障壁を生み出し、最終的には世界の AI ガバナンスの未来を形作る上での日本

の影響力を弱めることになります。    

第 3 章 アルゴリズムの難関：重大なリスクと倫理的義

務 

AI を既存の法的枠組みに統合するという課題に加え、テクノロジー自体に内在するよ

り根本的なリスクが存在します。課税や評価における人間中心の意思決定からアル

ゴリズム主導の意思決定への移行は、自動化の単なる中立的な行為ではありませ

ん。新たなバイアスの要因を生み出し、プライバシーと監視に関する深刻な問題を提

起し、透明性と説明責任という大きな課題を生み出します。本セクションでは、このア

ルゴリズムの難題を考察し、AI が公正、公平、かつ説明責任のある方法で導入され

るために対処しなければならない重要な倫理的責務を検証します。 

3.1 アルゴリズムのバイアスと公平性の追求 

税務行政における AI 活用に伴う最も重大なリスクの一つは、アルゴリズムのバイア

スです。このバイアスは AI 側の悪意から生じるものではなく、AI の学習に使用された

データとモデル自体の設計に起因します。AI システムが、潜在的なバイアスを含む税

制の履歴データ（例えば、少数派居住地域の不動産を過小評価する過去の傾向や、

特定の財務状況を持つ納税者を過度に精査する傾向を反映したデータなど）で学習

された場合、アルゴリズムはこれらのバイアスを学習し、体系化します。その結果、計

算上の客観性という見せかけの下で歴史的不平等が永続化、さらには増幅され、特

定の納税者グループが不公平に扱われるシステムが生まれます。    

この現象は、デジタル「エコーチェンバー」として現れることもあります。ユーザーの行

動や結果から学習するように設計された AI システムは、既存のパターンを強化する

フィードバックループを生み出す可能性があります。例えば、ユーザーの過去の選択



に基づいてレシピを提案する AI は、類似した選択肢を狭い範囲でしか提案しないよう

に学習してしまい、ユーザーが多様性に触れる機会を制限してしまう可能性がありま

す。税金や評価の分野でも、同様のフィードバック ループが発生する可能性がありま

す。特定の種類のコンプライアンス違反を正しく識別するアルゴリズムが、同様のプロ

ファイルを持つ個人に継続的にフラグを立て、実際のコンプライアンス行動に関係な

く、特定のグループに対して不均衡で差別的なレベルの精査が行われる可能性があ

ります。    

3.2 大規模監視時代のデータプライバシーとセキュリティ 

税務行政における AI の効果的な導入には、極めて機密性の高い個人情報および財

務情報を収録した大規模な中央データベースの構築が不可欠です。こうしたデータの

集約は、AI の分析機能には不可欠ですが、同時に計り知れない規模のシステムセキ

ュリティリスクを伴います。外部からのハッキングであれ、内部の不正行為であれ、た

った一度のデータ侵害で、数百万人もの国民の詳細な財務情報が漏洩し、個人情報

の盗難、金融詐欺、そして取り返しのつかないほどの国民の信頼の失墜につながる

可能性があります。    

セキュリティ侵害のリスクに加え、これらのデータが本来の目的を超えて利用される

可能性に対する根本的な懸念があります。税評価のために収集されたデータは、ユ

ーザーの政治的傾向、個人的な関心、ライフスタイルの選択を推測するために転用さ

れ、ユーザーの明確な認識や同意なしに、ターゲット広告やその他の社会的・商業的

な操作に利用される可能性があります。正当な政府行政と侵略的な監視の境界線が

曖昧になることで、国民と国家の間に根底にある信頼関係が損なわれる恐れがあり

ます。政府が AI を用いて国民の金融活動を監視するためのパノプティコンを構築し

ているという認識は、自発的な納税遵守を促進するという目標そのものを損ない、よ

り敵対的で非協力的な関係につながる可能性があります。    

3.3 「ブラックボックス」問題：透明性と説明責任 

最も強力な AI モデルの多く、特にディープラーニングに基づくモデルが抱える大きな

課題は、その「ブラックボックス性」です。これらのシステムの計算プロセスは非常に

複雑であるため、開発者自身でさえ、特定の出力や決定の背後にある正確な理由を

完全に追跡したり説明したりすることがしばしばあります。この説明可能性の欠如は、

行政における透明性と説明責任の重大な障壁となります。納税者が AI によって生成

された資産評価を受け取ったり、AI システムによって監査対象としてフラグ付けされ



たりした場合、その決定の明確かつ理解しやすい根拠を得ることが不可能になる可

能性があります。    

この不透明性は、説明責任の重大な空白を生み出します。AI システムが重大な誤り

を犯した場合、例えば、あるカテゴリーの不動産全体を体系的に過大評価し、数百万

ドルもの過大な課税査定につながった場合、誰が法的および財務的な責任を負うの

かが明確ではありません。アルゴリズムを開発したソフトウェア会社でしょうか？それ

を導入した政府機関でしょうか？それとも、その出力を正式に承認した公務員でしょう

か？この曖昧さは大きな法的ハードルとなります。なぜなら、責任と適正手続きに関

する従来の概念は、決定の背後にある理由を精査し、異議を申し立てる能力を前提

としているからです。    

この「ブラックボックス」問題は、税務紛争における従来の立証責任を根本的に覆すも

のです。従来の査定では、納税者は人間の査定官の判断、データ、または方法論に

異議を唱えることができ、税務当局は説明可能な論理に基づいて自らの立場を正当

化しなければなりません。しかし、AI が生成した評価を目の当たりにすると、当局の

正当性は「アルゴリズムがこの価値を決定した」といった程度にしかならない可能性

があります。納税者が意味のある異議申し立てを行うには、もはや自らの個別事例に

関する事実を主張するだけでは不十分です。不透明で高度な技術を要するアルゴリ

ズムシステム全体の妥当性に異議を唱えざるを得なくなります。これには、一般市民

はおろか、ほとんどの法律専門家でさえ到底及ばないレベルの専門知識、リソース、

そしてデータへのアクセスが求められます。この根深い力関係の不均衡は、司法へ

のアクセスに関する深刻な問題を引き起こし、評価をめぐる紛争を複雑な計算システ

ムの監査へと変貌させ、事実上、立証責任を国家から個人へと転換させています。    

第 4 節：AI を活用した課税の社会経済的およびインフラ

的側面 

AI を課税といった国家の中核機能に統合することは、単なる技術的・法的進化にとど

まりません。それは、労働市場と国家の物理的インフラに広範な影響を及ぼす、根源

的な社会経済的変革です。移行を成功させるには、洗練されたアルゴリズムや最新

の法律だけでは不十分です。労働力の混乱を管理するための戦略的ビジョンと、この

新しいパラダイムの基盤となる基盤となる計算資源とエネルギー資源への大規模な

投資が不可欠です。本セクションでは、分析範囲を広げ、これらの重要な現実世界へ

の影響について考察します。 



4.1 仕事の未来：雇用と再教育 

評価や税務コンプライアンスに関連する認知タスクの自動化は、幅広い専門職にとっ

て直接的かつ重大な雇用喪失のリスクをもたらします。従来、税務申告書作成者、会

計士、監査人、不動産鑑定士が担ってきた業務は、膨大な量のデータ処理、パターン

の特定、そして人間よりも高速かつ正確な複雑な計算を実行できる AI システムによ

る自動化の有力な候補です。この技術の変化は確立されたキャリアパスを混乱させ

る恐れがあり、積極的に管理されなければ、これらの分野で深刻な失業につながる

可能性があります。    

逆に、AI 主導の行政国家の台頭は、新たな役割を生み出し、既存の役割を変革する

でしょう。こうした複雑なシステムを構築、管理、そして安全に守ることができるデータ

サイエンティスト、AI・機械学習エンジニア、サイバーセキュリティの専門家、そしてシ

ステム保守スペシャリストの需要が急増するでしょう。しかし、これらの新しい仕事は、

それらが置き換える役割とは根本的に異なるスキルセットを必要とします。そのため、

国家レベルでリスキリング（再教育）と労働力移行プログラムの緊急性が高まってい

ます。政府は、教育機関や産業界と連携し、AI 中心の経済で成功するために必要な

スキルを既存の労働力に身につけさせるための大規模な取り組みを策定し、資金提

供を行う必要があります。    

この適応の必要性は、最高レベルの専門サービスにも及んでいます。弁護士や司法

書士といった法律専門家は、アルゴリズムによる意思決定とデジタル資産が支配す

る世界において、クライアントの有効な弁護人であり続けるために、テクノロジーリテ

ラシーを飛躍的に向上させる必要があります。このスキルギャップを埋めることができ

なければ、個々の専門家が不利になるだけでなく、デジタル時代における正義と説明

責任を確保する国家の能力に体系的な弱点が生じることになる。    

4.2 物理的基盤：コンピューティング、データセンター、エネルギー 

AI を活用した税制という野心的なビジョンは、膨大な規模と複雑さを秘めた物理的な

基盤の上に成り立っています。大規模 AI モデルの開発、学習、運用には、主にグラ

フィックス・プロセッシング・ユニット（GPU）と呼ばれる特殊な高性能プロセッサによっ

て提供される、膨大な量の計算能力が必要です。現在、日本は国内の開発需要に比

べて、これらの計算資源が深刻かつ圧倒的に不足しています。この計算ボトルネック

により、この分野に多額の投資を行っている米国や中国といった国々と比較して、日

本は大きな競争上の不利な立場に置かれています。高度な計算能力を自国で実行



できないと、日本は AI の中核機能を海外のプロバイダーに依存するリスクがありま

す。    

たとえ十分な計算ハードウェアを確保できたとしても、次の大きなハードルは、それを

動かすために必要な大量かつ安定した電力供給の確保です。高性能コンピューティ

ングは膨大なエネルギーを消費するため、AI の普及は国の電力網に多大な負担を

かけることになります。この現実は、国の AI 戦略とエネルギー政策を密接に結び付

けています。安定的かつ手頃な価格で、かつ持続可能な電力供給を確保すること

は、AI リーダーシップの前提条件となります。そのためには、再生可能エネルギー源

の戦略的活用、次世代のエネルギー効率の高い半導体の開発、そして地域データセ

ンターを活用してエネルギー負荷を分散し、地域経済を活性化させるような、一貫性

のある国家データセンター戦略など、多角的なアプローチが不可欠です。    

GPU の高度に集中化したグローバルサプライ チェーン、トレーニング モデルの国

際的なデータ フロー、そして膨大な国内エネルギー資源への深い依存により、AI 能

力は単なる技術的優位性から、国家の経済主権と地政学的戦略の中核課題へと高

まっています。自国の税制のように極めて重要な機能に対して国家が独自の AI 戦

略を実行できるかどうかは、もはやソフトウェア開発の問題ではありません。重要なハ

ードウェアへのアクセスを確保するための地政学的同盟、インフラに電力を供給する

ための国家エネルギー政策、そして外国で開発された AI モデルへの完全な依存を

回避するための国内研究開発能力が、今やその能力の鍵となっています。これらの

領域のいずれかで失敗すれば、国家の中核機能が外国の技術、インフラ、政治的善

意に依存するという危険な依存関係に陥り、国家の自立性に対する重大な長期的戦

略リスクが生じる可能性があります。 

第 5 節：技術的に先進的で賢明な税制のための戦略的

提言 

資産評価と課税への人工知能（AI）の統合を成功させるには、課題を予測し、リスクを

軽減し、機会を捉える、綿密かつ多面的な戦略が必要です。テクノロジー中心のアプ

ローチだけでは成功は確実です。むしろ、立法者、政府機関、民間セクターが連携

し、ガバナンス、インフラ、そして人的資本からなる強固なエコシステムを構築すること

で、進歩を遂げる必要があります。本セクションでは、これまでの分析を総合し、日本

の税制が技術的に先進的かつ根本的に賢明な未来へと導くための、具体的かつ実

行可能な提言をまとめます。 



5.1 立法者および規制当局向け 

• アジャイルなガバナンス・フレームワークの導入： AI の急速な発展は、従来

の緩慢な立法サイクルでは対応しきれない状況を生み出しています。よりアジ

ャイルで適応性の高いガバナンス・アプローチを確立することが不可欠です。

これには、AI を活用した新たな税務・評価技術を、リスクが限定された環境下

で、管理された実世界でのテストを可能にする「規制サンドボックス」の設置が

含まれます。さらに、AI がもたらす具体的な課題に対処するため、個人情報

保護法や著作権法といった主要法令に対し、迅速かつ的確な改正を提案する

権限を有する、省庁横断的な専門タスクフォースを設置するべきです。 

• アルゴリズムの透明性と独立監査の義務化：「ブラックボックス」問題に対処

し、国民の信頼を築くためには、公共部門、特に税額評価のような重要な意思

決定において使用されるあらゆる AI システムに対し、高度な透明性を義務付

ける法律を制定する必要があります。この枠組みでは、これらのシステムが定

期的かつ厳格で独立した第三者による監査を受けることを義務付けるべきで

す。これらの監査では、モデルの技術的な正確性だけでなく、公平性、アルゴ

リズムの偏り、そして不正操作に対する堅牢性についても評価する必要があ

ります。 

• デジタル資産のための明確な法的枠組みを確立する：デジタル資産を取り巻

く現在の法規制の空白は、許容できないレベルの不確実性とリスクを生み出

しています。立法者は、暗号通貨、NFT、その他の新興デジタル資産クラスに

関する明確で包括的かつ予測可能な法的および税務ガイドラインを策定する

ために、早急に行動する必要があります。その際、国際的なベストプラクティス

や国際機関が策定した政策設計ガイドラインを活用し、日本の枠組みが国内

で効果的であるとともに世界基準に適合したものとなるようにすべきであ

る。    

5.2 税務当局および政府機関向け 

• 国家コンピューティングインフラへの戦略的優先事項としての投資：高性能コ

ンピューティングリソースの深刻な不足は、国家の競争力と主権にとって脅威

となっています。政府機関は、明確な国家戦略に基づき、GPU の調達と主権

データセンターの能力開発を、他の重要な国家インフラと同等に、最優先の戦

略的優先事項として位置付ける必要があります。日本の AI 目標を実現する

世界クラスの計算基盤を構築するには、多大な持続的な公的投資と民間部門

との戦略的パートナーシップが必要です。    



• 堅牢なデータガバナンスプロトコルの開発と実装：税務行政における AI の大

規模導入に先立ち、データガバナンスのための厳格かつ透明性の高いプロト

コルを確立し、施行することが不可欠です。これらのプロトコルは、単なる法令

遵守にとどまらず、真の市民の信頼を築くことを目指したものでなければなり

ません。データ取り扱いに関する明確なルール、明確かつ分かりやすい同意

管理メカニズム、そして機密性の高い市民データを侵害や悪用から保護する

ための最先端のサイバーセキュリティ対策を含む必要があります。    

• 積極的な国際連携の促進：日本は AI ガバナンスを孤立して構築すべきでは

ありません。政府機関は、「広島 AI プロセス」のような国際的な対話に積極的

かつ有意義に参加し、世界のベストプラクティスを学ぶとともに、倫理的な AI

開発に関する日本独自の視点を貢献する必要があります。日本は、研究者の

高い倫理基準と技術的専門知識を活用することで、行政における AI の責任

ある利用に関する世界的規範の形成において主導的な役割を果たすことがで

きます。    

5.3 民間部門および専門サービス 

• 抜本的なスキルアップとテクノロジーリテラシーの確保を優先：法務・金融専

門家の間で確認されているスキルギャップは、深刻な脆弱性です。弁護士会、

会計士団体、司法書士協会などの専門機関は、このテクノロジーリテラシーギ

ャップを埋めるために、積極的かつ義務的な教育・資格取得プログラムを開始

する必要があります。従業員は、顧客に代わって AI 駆動型システムとデジタ

ル資産を理解し、批評し、効果的に活用できる能力を備えている必要がありま

す。    

• 倫理的な AI 行動規範の策定と遵守:金融および公共部門向けの AI ソリュ

ーションを開発するテクノロジー企業やコンサルティング企業には、重大な倫

理的責任があります。これらの企業は、AI の開発と展開に関する厳格な倫理

行動規範を共同で策定し、公に遵守するべきです。この規範は、公平性、説

明責任、透明性、そして人間の尊厳の保持という中核原則を軸とし、商業目的

が社会の根本的な価値観に優先することのないよう配慮すべきです。    

• 「説明可能な AI」（XAI）におけるイノベーション：「ブラックボックス」問題は、ハ

イステークス領域における AI 導入における最も重大な技術的・社会的障壁の

一つです。民間セクターは、説明可能な AI（XAI）分野の研究開発を優先すべ

きです。出力結果の根拠を明確かつ直感的で人間にも理解可能な形で提供

できるモデルの開発は、透明性と適正手続きの確立という重要なニーズを満

たすだけでなく、そのようなソリューションを市場に投入できる企業にとって大

きな競争優位性をもたらすでしょう。 
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